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～一人一人の子供の確かな学びと自立の実現のために～



はじめに  

 

特別支援教育が始まり、10 年目を迎えました。この間に我が国では障害者の権利に関す

る条約が批准され、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築が求められ

るなど、特別支援教育を取り巻く状況は大きな変化の中にあります。 

インクルーシブ教育システムにおいては、障がいのある子供と障がいのない子供が可能な

限り同じ場で共に学ぶことを目指す一方で、障がいのある子供の自立と社会参加を見据えて、

その能力を十分に伸ばす指導を行うことが大切です。そのため、通常の学級、通級による指

導、特別支援学級、特別支援学校それぞれは、幼児児童生徒の特別な教育的ニーズに対応す

る専門性を有することが求められています。 

本県では、特別支援学級在籍児童生徒数が、この 10 年間で約 3.3 倍（設置学級数：約

2.0倍）、通級による指導利用児童生徒数が約2.8倍（設置教室数：約2.2倍）と少子化が

進む中にあって、いずれも著しく増加しており、このことは、特別支援教育に対する保護者

の期待の高まりを示しています。在籍する児童生徒数の増加に伴い、担当教員も増加してい

ますが、特別支援学級及び通級による指導担当教員にあっては、経験３年以下の者が約４割

を占めており、児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じることができる高い専門性が求めら

れています。 

このような状況を踏まえ、このたび専門性の向上を図る一つの方策として「特別支援学級

担任及び通級による指導担当教員のためのハンドブック」を作成しました。本ハンドブック

は、平成22年に本県が作成した「特別支援学級及び通級指導教室担当者のためのハンドブ

ック」の内容を更に充実させるとともに、特別支援学級並びに通級による指導において重要

な指導である自立活動の内容を新たに加えました。  

本ハンドブックが児童生徒の実態把握、学級運営、授業

づくり、諸研修などにおいて活用されることで、児童生徒

一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支

援が行われ、特別支援学級並びに通級による指導において

一層の指導支援の充実が図られることを期待しています。 

平成２９年３月 

               熊本県教育委員会 

ⓒ2010熊本県くまモン 
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◇このハンドブックは、県教育委員会のホームページからもダウンロードできます。  
 

※本ハンドブックは… 
＊「障害」の表記については、法令及び文献等より引用したものや施設名

等以外は、「障がい」と表記しています。 

＊小学校及び中学校学習指導要領（平成 20 年３月告示）、特別支援学校学

習指導要領（平成 21 年３月告示）に基づき、作成しています。 

＊アメリカ精神医学会が定めた診断基準「DSM」が平成 25 年に改訂され、

「障害」を「症」に改めるなど、大きな変更がされています。教育に関

しては、学校教育法施行規則で、自閉症、学習障がい、注意欠陥多動障

がいの名称を使っていることもあり、本ハンドブックではこれに沿った

障がい名を用いて説明しています。 

＊「第２部 特別支援学級における指導」「第３部 通級による指導」で

は、本県に設置されている特別支援学級（弱視、難聴、肢体不自由、病

弱・身体虚弱、自閉症・情緒障がい、知的障がい）及び通級による指導

（言語障がい、難聴、情緒障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい

等）についてまとめています。 

＊本ハンドブックで使用されている名前はすべて仮名です。 

活用して 

ほしいモン！ 
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１ 特別支援教育とは 

障がいのある子供の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する視点に

立ち、子供一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習

の困難を改善又は克服するために、適切な指導及び必要な支援を行うものです。 
また、知的な発達に遅れのない学習障がい（ＬＤ）・注意欠陥多動性障がい（Ａ

ＤＨＤ）・高機能自閉症等（以下「発達障がい」という。）も含めて、教育上特

別な支援を必要とする子供が在籍するすべての学校において実施されるもので

す。 
さらに、特別支援教育は、障がいのある子供への教育にとどまらず、障がいの

有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共

生社会の形成の基礎となるものであり、我が国の現在及び将来の社会にとって重

要な意味を持っています。 
 
２ 特別な教育的ニーズのある子供の教育 

（１）共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援

教育の推進 

現在、「障害者の権利に関する条約」や「障害者基本法」等の趣旨を踏まえ、

我が国の教育では、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築

が求められています。平成 24 年７月中央教育審議会初等中等教育分科会報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支

援教育の推進」（以下「報告」という。）では、その推進についての基本的な

考えについて述べています。 

「インクルーシブ教育システム」とは、『人間の多様性の尊重等の強化、障

害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会

に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のな

い者が共に学ぶ仕組み』です。 

また、共に学ぶことについて、『基本的な方向性としては、障害のある子供

と障害のない子供が、できるだけ同じ場で共に学ぶことを目指すべきである』

とするとともに、『それぞれの子供が、授業内容が分かり学習活動に参加して

いる実感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に

付けていけるかどうか、これが最も本質的な視点』と整理されています。 

このように、インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶこ

とを追求するとともに、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズ

に最も的確に応える指導を提供することが大切です。 

（２）合理的配慮 

報告は、インクルーシブ教育システムを構築するため、個人に必要な「合理

的配慮の提供」が必要であることを述べています。 
合理的配慮とは、障がいのある子供が他の子供と平等に教育を受けるため

に、学校やその設置者が必要かつ適当な変更・調整を行うことで、障がいのあ

１ 特別支援教育とは？ 



肢体不自由のＣさん

視覚障がい（弱視）のＡさん 学習障がいのＢさん

聴覚障がい(難聴）のＤさん

矯正視力が0.1で、明るすぎるとまぶしさを
感じる。黒板に近づくと文字が読める。

○廊下側前方の座席配置。

○教室の照度調整のためカーテンを使用。

○弱視レンズの活用。

文字の読み書きが苦手。特にノートテイク
に時間がかかる。

○板書計画を印刷して配付。

○デジタルカメラ等※による板書撮影。

○ＩＣレコーダー等※による授業中の教員の
説明等の録音 ※データ管理等について留意

両足にまひがあり、車椅子を使用。学校に
おけるエレベーターの設置は困難。

○教室を１階に配置。

○車椅子からの目線に合わせた

掲示物等の配置。

○車椅子で安全に廊下を移動するための

段差の解消。

右耳は重度難聴。左耳は軽度難聴。

○教室前方・右側手前の座席配置。

（左耳の聴力を生かす。）

○補聴援助システムの利用。

○口形をはっきりさせた形での会話。

（座席をコの字型にし、他の児童の口元を見や

すくする 等）

知的障がいのＦさん病弱のＥさん
病気のため他の子供と同じように、運動す
ることができない。

○体育の実技等で実施可能な課題を提供。

知的発達の遅れがあり、短期的な記憶が
困難。

○話の要点を簡潔な文字にして記憶を補助。
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る子供がその状況に応じて、学校教育を受ける場合に個別に必要とされるもの

です。また、学校やその設置者に対して、体制面、財政面において、均衡を失

した又は過度の負担を課さないものとされています。 
合理的配慮は、一人一人の障がいの状態や教育的ニーズ等に応じて決定され

ます。設置者・学校と本人・保護者との間で、可能な限り合意形成を図った上

で決定・提供されることが望ましく、その内容は個別の教育支援計画に明記す

ることが望まれます。 
図１は、障がい種に応じて提供される合理的配慮の例を示しています。この

他にも、障がいのある子供は、同じ障がいでも状態が多様なことや、障がいを

併せ有する場合、成長や時間の経過により必要な支援が変化することなども考

慮して、子供一人一人の教育的ニーズに合わせた合理的配慮を決定・提供して

いくことが大切です。 
なお、平成 28 年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

が施行され、不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮不提供の禁止が規定さ

れました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学校においては、図２のように合理的配慮を提供するために組織的な対応が

必要です。その一つは、校内支援体制の充実です。これまで行われてきた特別

支援教育コーディネーターの指名と校務分掌への位置づけ、校内委員会の設置

に加えて、特別な教育的ニーズのある子供の実態把握や支援の検討などが、職

員間の連携のもとに計画的に進められることが求められます。また相談窓口を

設置し、保護者に周知しておくことも重要です。 

［図１ 合理的配慮の例］
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［図２ 合理的配慮提供のプロセス］

インクルＤＢ（インクルーシブ教育システム構築支援データベース） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が教育関係者に向けた理解啓発や具体的

なインクルーシブ教育システム構築に関する情報を提供することを目的に開設されて

いるサイトです。 
インクルＤＢ内の「合理的配慮」実践事例

データベースには、文部科学省の「インクル

ーシブ教育システム構築モデル事業」で得ら

れた学校の実践事例が掲載されています。在

籍状況・学年・障がい種別・合理的配慮の項

目にチェックを入れると該当する実践報告

を閲覧することができます。その他基礎的情

報やＱ＆Ａなども掲載されています。「イン

クルＤＢ」で検索可能です。 

コラム 
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１ 一人一人の教育的ニーズの把握から 

必要な教育的ニーズは一人一人異なります。

まずは、子供たち一人一人の教育的ニーズの把

握から始めましょう。知的障がいや自閉症など、

障がい名から得られる情報もありますが、それ

のみでは子供たちの教育的ニーズを捉えきれま

せん。また、「できない」ことに目が向きがちで

すが、子供たちとじっくりつきあっていく中で

「その子のよさ」や「もう少しでできそうなこ

と」などが見えてきます。  
このように、子供たち一人一人との関わりから分かるものを大切にする

とともに、保護者や前担任等からの情報も参考にしながら、一人一人の教

育的ニーズを的確に把握しましょう。  
 
２ 子供たち一人一人が持てる力を発揮できるように 

既成の教材・教具をそのまま使用すると、一人一人の教育的ニーズに合

わせた指導には不十分なことがあります。その場合は、子供たちの実態把

握に基づいて、教材･教具を自作するなどの工夫も有効です。学習の目的

に沿って分かりやすい教材を工夫することで、一人一人が持てる力を発揮

し、主体的に学習に取り組めるようになります。  
地域の特別支援学校においても、参考となる教材・教具や様々な実践例

を見ることができますので、公開授業や運動会など機会あるごとに積極的

に参観してみましょう。  
 
３ 信頼関係を大切に 

子供は、自分の良さや可能性に目を向け、受けとめてくれる人に対して

心を開き、信頼を寄せます。子供たちとの信頼関係づくりは教員にとって

大変重要です。子供たちが学校で学ぶ楽しさを味わうことができるよう、

子供たちの気持ちを大切にするとともに、達成感の得られる経験を積み重

ねましょう。さらに、子供たちと過ごす様々な場面で、「すごいね」「でき

たね」「きれいだね」など、賞賛したり気持ちに共感したりすることや、

親身になって話を聞いたりすることで信頼関係を深めましょう。保護者と

の信頼関係については、88 ページの「保護者･関係機関との連携は？」を

参考にしてください。  
 
４ 発達年齢と生活年齢を踏まえた指導を 

子供によっては、生活年齢は中学生であっても発達年齢が幼児期の段階

にある場合もあります。そのような場合に、個別に丁寧に関わろうとする

あまり、中学生に「A ちゃん」と呼ぶ等、幼児に接するような関わり方に

なっていることもあります。関わる際は生活年齢に応じた言葉かけ等をす

ることが大切です。中学生であれば「A さん」と呼ぶなど中学生らしい関

わりをすることは生徒の人権を尊重することでもあります。  

２ 指導に当たって大切にしたいことは？ 
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１ 特別支援教育就学奨励費 

特別支援学級で指導を受けている子供の保護者に対しては、就学のために

必要な諸経費のうち、次のような費目について、家庭の経済状況等に応じて、

その全部又は一部を支給しています。 
○学校給食費 ○交通費（通学費、職場実習費、交流及び共同学習費） 
○修学旅行費 ○校外活動等参加費 ○学用品購入費 
○新入学児童生徒学用品費・通学用品購入費 等 
事務手続きは各小・中学校で、学校の担当者（学校事務職員等）が窓口と

なって行われます。通級による指導は、通級に伴う交通費のみが対象です。 
 

２ 手帳制度 

（１）療育手帳 

知的障がいのある人が交付の対象です。手帳により、税の減免の他、各種

の福祉サービスが受けられます。 
交付される手帳には、障がいの程度により「A１（最重度）」から、「B２

（軽度）」の４つの段階があります。 
（２）身体障害者手帳 

身体に障がいのある人が交付の対象となります。手帳により、税の減免の

他、身体障がい者に係る各種の福祉サービスが受けられます。障がいの範囲

は「視覚障がい」「聴覚障がい」「音声機能、言語機能障がい」「肢体不自由」

などに分けられ、障がいの程度は重い方から順に１級から６級に分けられて

います。 
（３）精神障害者保健福祉手帳 

何らかの精神疾患（てんかん、発達障がいなどを含みます。）により、長

期にわたり日常生活又は社会生活への制約がある人が対象です。手帳により、

税の控除や減免の他、各種の福祉サービスが受けられます。障がいの程度は、

重い方から１級から３級に分けられています。 
（４）手帳の交付について 

どの手帳も申請と交付は市役所又は町村役場で行っています。また、年齢

にかかわらず申請ができます。 
 

３ 各種手当 

（１）障害児福祉手当 

身体又は知的・精神に重度の障がいがあり、日常生活に常に介護を必要と

する在宅の 20 歳未満の重度障がい者に対して支給されます（所得による支

給制限があります）。問い合わせ先は、各圏域の県福祉事務所、市役所又は

町村役場です。 
（２）特別児童扶養手当 

20 歳未満で、身体又は知的・精神に中度以上の障がいのある子供を養育

している父もしくは母、又は父母に代わってその子供を養育している人に対

して支給されます（所得による支給制限があります）。問い合わせ先は、各

圏域の県福祉事務所、市役所及び町村役場です。 
 

４ その他 

  補装具の購入（修理）費の支給や日常生活用具給付等事業等の在宅福祉サ

ービスがあります。詳しくは市役所又は町村役場にお問い合わせください。 

３ 各種制度を活用するには？ 
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第２部 
特別支援学級に 

おける指導 
 

第１章  特別支援学級 
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特別支援学級は、学校教育法第 81 条第２項に基づき、障がいがあ

るため通常の学級における指導では十分な成果をあげることが困難

な児童生徒を対象とし、小・中学校に設けられる少人数の学級です。

１学級の定員は８人で、障がい種ごとに設置されます。  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
特別支援学級の対象となる障がいの種類と程度は、「障害のある児童生徒等に対

する早期からの一貫した支援について（通知）」（文部科学省：平成 25 年 10 月）

により、次のとおり示されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １ 特別支援学級とは？ 

学校教育法第 81 条〔特別支援学級〕 

 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校に

おいては、次項各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育

上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定

めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するための

教育を行うものとする。 

２ 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校には、次

の各号のいずれかに該当する児童及び生徒のために、特別支援学級を置く

ことができる。  

一 知的障害者  

二 肢体不自由者  

三 身体虚弱者  

四 弱視者     

五 難聴者  

六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適

当なもの  

３ 前項に規定する学校においては、疾病により療養中の児童及び生徒に

対して、特別支援学級を設け、又は教員を派遣して、教育を行うことが

できる。 

第１ 障害のある児童生徒等の就学先の決定 
３ 小学校、中学校又は中等教育学校の前期課程への就学 
（１）特別支援学級 

学校教育法第 81 条第 2 項の規定に基づき特別支援学級を置く場合に

は、以下の各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち、その者

の障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の

体制の整備の状況その他の事情を勘案して、特別支援学級において教育

を受けることが適当であると認める者を対象として、適切な教育を行う

こと。 

障害の判断に当たっては、障害のある児童生徒の教育の経験のある教

員等による観察・検査、専門医による診断等に基づき教育学、医学、心

理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと。 
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また、特別支援学級入級後も、児童生徒の障がいの状態や学習状況等を継続的

に把握し、校内委員会等で教育内容や方法を見直したり、より適切な教育の場や

進路について検討したりする機会を設けることが必要です。 
 
 
 
 
 
 

① 障害の種類及び程度 
ア 知的障害者 

知的発達の遅滞があり、他人との意思疎通に軽度の困難があり

日常生活を営むのに一部援助が必要で、社会生活への適応が困難

である程度のもの 
イ 肢体不自由者 

補装具によっても歩行や筆記等日常生活における基本的な動作

に軽度の困難がある程度のもの 

ウ 病弱者及び身体虚弱者 

一 慢性の呼吸器疾患その他疾患の状態が持続的又は間欠的に

医療又は生活の管理を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が持続的に生活の管理を必要とする程度の

もの 

エ 弱視者 

拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が

困難な程度のもの  

オ 難聴者 

補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な

程度のもの 

カ 言語障害者 

口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある

者、吃音等話し言葉におけるリズムの障害のある者、話す、聞く

等言語機能の基礎的事項に発達の遅れがある者、その他これに準

じる者（これらの障害が主として他の障害に起因するものではな

い者に限る。）で、その程度が著しいもの 

キ 自閉症・情緒障害者 

一  自閉症又はそれに類するもので、他人との意思疎通及び対人

関係の形成が困難である程度のもの 

二  主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので、

社会生活への適応が困難である程度のもの 

② 留意事項 

特別支援学級において教育を受けることが適当な児童生徒の障害

の判断に当たっての留意事項は、ア～オについては２（２）※と同

様であり、また、カ及びキについては、その障害の状態によっては、

医学的な診断の必要性も十分に検討した上で判断すること。 

※ ２ 特別支援学校への就学 

（２）障害の判断に当たっての留意事項 

ア 視覚障害者 
専門医による精密な診断に基づき総合的に判断を行うこと。なお、年少者、知

的障害者等に対する視力及び視力以外の視機能の検査は困難な場合が多いことか



― 13 ―

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ら、一人一人の状態に応じて、検査の手順や方法をわかりやすく説明するほか、検

査時の反応をよく確認すること等により、その正確を期するように特に留意するこ

と。 
イ 聴覚障害者 

専門医による精密な診断結果に基づき、失聴の時期を含む生育歴及び言語の発達

の状態を考慮して総合的に判断を行うこと。 
ウ 知的障害者 

    知的機能及び適応機能の発達の状態の両面から判断すること。標準化された知能

検査等の知的機能の発達の遅滞を判断するために必要な検査、コミュニケーション、

日常生活、社会生活等に関する適応機能の状態についての調査、本人の発達に影響

がある環境の分析等を行った上で総合的に判断を行うこと。 
エ 肢体不自由者 

    専門医の精密な診断結果に基づき、上肢、下肢等の個々の部位ごとにとらえるの

でなく、身体全体を総合的に見て障害の状態を判断すること。その際、障害の状態

の改善、機能の回復に要する時間等を併せ考慮して判断を行うこと。 
オ 病弱者（身体虚弱者を含む。） 

 医師の精密な診断結果に基づき、疾患の種類、程度及び医療又は生活規制に要す

る期間等を考慮して判断を行うこと。 
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１ 特別支援学級への在籍の手続き 

平成 25 年９月学校教育法施行令の改正が行われ、これまで学校教育法施行令

第 22 条の３に規定される障がいの程度の児童生徒は特別支援学校に原則就学す

るという仕組みから、障がいの状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、

教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等踏まえた総

合的な観点から就学先を決定する仕組みに改められました。 
障がいのある児童生徒等については、適切な指導と必要な支援を行うため、保

護者、学校、関係者が協力した就学支援を行っていかなければなりません。就学

前においては保護者並びに在籍する認定こども園・幼稚園・保育所等と、小・中

学校に在籍している場合は保護者並びに在籍する小・中学校と、市町村教育委員

会が検討を進めることになります。 
市町村教育委員会は、本人・保護者に対し就学先決定に関する十分な情報提供

をしつつ、本人・保護者の意見を最大限に尊重し、本人・保護者、学校と教育的

ニーズと必要な支援について合意形成を図っていきます。市町村教育委員会は、

教育、医学、福祉、心理学等の専門的知識を有する者から構成される教育支援委

員会（就学指導委員会）の意見も聞きながら、最終的に就学先を決定します。 
 

２ 就学のための情報収集と情報提供 

就学先の決定のため、障がいのある児童生徒等についての情報収集が必要です。

その方法は、例えば保護者との面談、児童生徒等のこれまでの育ちに関わる関係

機関からの情報収集や、現在在籍している認定こども園・幼稚園・保育所などへ

の訪問等があります。情報収集は、市町村教育委員会が行ったり、市町村教育委

員会と学校が協力して行ったりする場合があります。 
一方で、本人・保護者に対し、必要な情報を提供します。その一環として、小・

中学校特別支援学級に就学を検討している本人・保護者に、学校見学や体験入学

に参加してもらうことが有効です。保護者は、特別支援学級への就学に不安を持

っていることもあり、どのような学習内容をどのような方法で指導されるのか、

本人の成長・発達の見通し等について、具体的に知りたいと考えています。その

ため、保護者には小・中学校特別支援学級（必要に応じて特別支援学校）の学校

生活や教育課程について必要な情報を伝え、保護者が安心し、就学までの見通し

を持つことができるようにしておくことが大切です。 
 

３ 学びの場の変更 

就学時に決定した学びの場は、固定したものではありません。それぞれの児童

生徒の発達の程度、適応の状況等を勘案しながら、特別支援学級から通常の学級

への転籍や小・中学校から特別支援学校への転学等ができることをすべての関係

者で共通理解しておく必要があります。そのために、学校では教育相談や個別の

教育支援計画を基にした校内委員会などを定期的に行い、児童生徒にとって、持

てる力を最も伸ばすことができる学びの場を検討していくことが 
必要です。 

２ 特別支援学級への在籍の手続きは？ 
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以下に示す図は、菊池市における特別支援学級への在籍に係る、学校

と教育支援委員会の 1 年間の動きです。菊池市では、教育支援委員会が
就学先の決定時のみならず、その後の一貫した支援についても助言を行

うという観点から、年４回の会議を実施しています。  

月  学校の動き  教育支援委員会【菊池市】の動き  
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菊池市教育支援委員会

では第１回から第３回

の会議で審議を行いま

す。各学校は、教育委

員会から送付した「状

況調査票」に必要事項

を記入して事前に提出

します。  
第１回教育支援委員会  

小・中学校特別支援学級に在籍

している児童生徒の次年度の進

級先の審議を行います。  

夏季休業中を中心に、小学校から保育所・幼稚園、

中学校から小学校を訪問し、特別な教育的ニーズ

のある新入生について情報収集し、第２回教育支

援委員会に資料を提出します。  

第２回教育支援委員会  

次年度、小・中学校特別支援学級への在籍を希望す

る新入生についての審議を行います。特別支援学級

の新増設を希望する場合は 9 月末までに学級編制の

申請のめどを付けておく必要があります。次年度、

卒業により児童生徒の在籍がなくなるが、新入生が

ある学級は新設の扱いとなるので注意が必要です。  

 
第３回教育支援委員会  

特別支援学校就学希望者の決定、第１回、第 2 回

で審議できなかった案件についての審議を行いま

す。  

就学時健康診断  
 

域外の療育機関に通って

いる等の理由で、初めて

把握した幼児は速やかに

手続きを開始します。  

第４回教育支援委員会  

次年度に向けての、学校からの情報提供と学校へ

の個別の指導計画へのアドバイス等を中心に行い

ます。  

第４回の会議では、各

学校は「情報提供書」

の提出があった事例の

児童生徒の個別の指導

計画を提出します。  

次

年

度

在

籍

に

係

る

教

育

相

談  

《参考》  

状況調査票を小・中学校に送付  
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第２章  教育課程の編成 
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１ 「生きる力」を培う学びの場としての特別支援学級 

インクルーシブ教育システムの基本的な方向性としては、障がいのある児童生徒等

と障がいのない児童生徒等が、できるだけ同じ場で学ぶことを目指しています。その

場合には、それぞれの児童生徒等が、授業内容が分かり学習活動に参加している実

感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていける

かどうかが、最も本質的な視点です。このことを踏まえた｢多様な学びの場｣の一つが

「特別支援学級」であり、そこでは「生きる力」を培うための指導の充実を図ってい

くことが大切です。 

 

２ 教育課程とは 

  学校において編成する教育課程は、教育基本法や学校教育法をはじめとする教育課

程に関する法令に従い、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動

及び自立活動について、それらの目標やねらいを実現するよう教育の内容を学年に応

じ、授業時数との関連において総合的に組織した各学校の教育計画です。 

  特別支援学級の教育課程は、学校が編成する教育課程の一つであり、各学級におい

ては、児童生徒の障がいの状態及び発達の段階や特性等並びに地域や学校の実態を考

慮して、教育目標の設定、指導内容の組織、授業時数の配当を行っていきます。 

 

３ 特別の教育課程の編成について 

特別支援学級は、学校教育法第 81 条の第２項の規定による障がいのある児童

生徒を対象とする学級であるため、対象となる児童生徒の障がいの種類や程度等

によっては、障がいのない児童生徒に対する教育課程をそのまま適用することが

必ずしも適当でない場合があります。そのため、以下の学校教育法施行規則第 138
条の規定により、特別の教育課程を編成することができます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この規定により、特別支援学級において特別の教育

課程を編成して教育を行う場合であっても、特別支援

学級は小･中学校に設置された学校であるため、学校

教育法に定める小・中学校の目的･目標を達成するも

のである必要があります。 

 １ 特別の教育課程の編成は？ 

 

小学校、中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程における特別

支援学級に係る教育課程については、特に必要がある場合は、第 50 条第１項、

第 51 条、第 52 条、第 52 条の３の規定並びに第 72 条、第 73 条、第 74 条、第

74 条の３、第 76 条、第 79 条の５及び第 107 条の規定にかかわらず、特別の教

育課程によることができる。（学校教育法施行規則第 138 条） 

〔本規定で参照してある条文の内容〕 

「第 50 条第 1 項、第 72 条」…小・中学校の各教科及び領域による教育課程編成を規定 

「第 51 条、73 条等」…小・中学校等の各教科等の授業時数並びに各学年の総授業時数を規定 

「第 52 条、第 74 条」…小・中学校学習指導要領により教育課程を編成することを規定 
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４ 特別の教育課程とは 

特別支援学校学習指導要領においては、児童生徒の障がいの状態により特に必

要がある場合には、弾力的に教育課程を編成することができることについて、「重

複障害者等に関する教育課程の取扱い」に述べています。一方で、小・中学校学

習指導要領は、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着やその活用を図る学習

活動を重視して、指導内容のまとめ方や重点の置き方に適切な工夫を加えること

を可能としているものの、「指導内容の精選を図る」ことは認められていません。

これらのことから、特別支援学校学習指導要領を参考として、児童生徒等の実態

に応じて特別の教育課程を編成する必要がある際は、次のような工夫を可能とし

ています。 

○自立活動の指導を取り入れる 

自立活動は、学習上又は生活上の困難を改善･克服し自立を図るために必要

な知識、技能、態度及び習慣を養うことを目標に設けられた領域です。特別支

援学級では、授業時間を設定して行う自立活動における指導を中心としながら、

各教科等の指導においても、自立活動の指導と密接な関連を図って指導を行い

ます。詳しくは、「特別支援学校学習指導要領解説（自立活動編)」を参考にし

てください。 

○各教科の目標や内容を下学年の教科の目標や内容に替える 

各教科の各学年の目標及び内容の全部又は一部を下学年の教科の目標及び

内容の全部又は一部によって替えることができます。 
○各教科を知的障がい特別支援学校の各教科に替える 

知的障がいのある児童生徒に指導する各教科又はその一部を知的障がい特

別支援学校の各教科に替えることができます。 

○各教科等を合わせた指導を取り入れる 

知的障がい特別支援学校の教育課程を取り入れた場合、具体的・実際的な内

容の指導を行うために、各教科、道徳、特別活動及び自立活動を合わせて指導

（各教科等を合わせた指導）を行うことも効果的な場合があります。例えば、

日常生活の指導、生活単元学習、作業学習などです。詳しくは「７ 各教科等

を合わせた指導とは？」（40 ページ）をご覧ください。 

○教育活動を適切に実施するための授業時数を配当する 

特別支援学級における各学年の総授業時数は、小・中学校の各学年の総授業

時数に準じます。さらに、各教科、自立活動については、児童生徒の実態等を

考慮し、それぞれの学習指導要領に示された内容を学ぶために必要な授業時数

を配当することになります。詳しくは本章及び第３章指導計画の作成（49 ペー

ジ）をご覧ください。 

○児童生徒の実態に即した教科用図書を使用する 

知的障がい特別支援学校の各教科を取り入れて特別の教育課程を編成し、検

定済教科書を使用することが適当でない場合には、当該学校の設置者の定める

ところにより、市販の絵本等、他の適切な教科用図書を使用することができま

す。詳しくは「５ 教科用図書の採択は？」（33 ページ）を 

ご覧ください。 
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このように、実態や年齢も考慮して特別支援学級の教育課程を編成していきま

すが、その際は次の２点にも留意します。 

○児童生徒の障がいの状態や特性等を十分考慮して、各教科の指導内容を基礎

的・基本的な内容に重点化して指導します。 

○各教科の目標及び内容を下学年の目標及び内容に替えた場合、学年進行とと

もに、どのように事後措置するかを十分考慮した指導計画の作成が必要です。

特に、系統的な学習を主とする場合は、教材の精選や指導の一貫性など、よ

り一層慎重な取扱いが必要です。 

 

下図は、これまでの説明を基に取り扱う各教科等の内容と特別の教育課程の編

成の関係をまとめたものです。児童生徒の障がいの状態等に応じ、児童生徒の力

を十分伸ばすことのできる教育課程を編成できるよう工夫することが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 教育課程編成の基本的な考え方 

  学校の教育課程は、それぞれの学校において、どのような児童生徒に育てよう

とするのか、そのためにどのような教育を行おうとするのかなど、各学校の教育

活動についての基本的な考え方の下に編成されます。そ

して、教育課程の編成主体は学校であり、校長の責任の

下で、全教職員の共通理解を図り、編成されなければな

りません。 

※知的障がい者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校 

 

特別の教育課程の編成 
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  また、学校は全体として組織的、計画的に児童生徒の教育に当たるものですが、

特に、中学校は、教科担任制を原則とすることから、学校全体としての取組が十

分示されるよう留意する必要があります。 

これらの原則は、特別支援学級でも同様です。 

 

６ 教育課程の編成の手順 

（１）教育課程の編成に対する学校及び特別支援学級の基本方針を明確にする 

   学校及び特別支援学級として教育課程の意義、教育課程の原則など編成に対

する基本的な考え方を明確にし、校長を中心に担任間及び学校内で共通理解を

持ちます。 

（２）教育課程編成のための事前の研究や実態把握をする 

  ア 教育課程について国の基準や教育委員会の規則などを研究し理解します。 

  イ 児童生徒の障がいの状態及び発達の段階や特性並びに地域や学校・学級の

実態を把握します。その際、保護者の意向や児童生徒の状況等を把握するこ

とに留意します。 

  ウ 実施中の教育課程を検討・評価して、その改善点を明確にします。その際、

児童生徒の学習状況や反応等に留意します。 

（３）特別支援学級の教育目標を設定する  

   事前の研究や実態把握の結果を検討し、学校教育の目的や目標に照らして、

それぞれの学校や特別支援学級の課題や目指す児童生徒像を明確にした上で、

特別支援学級の教育目標を設定します。 

（４）指導内容を選択する 

  ア 指導内容について、その基礎的・基本的なものを明確にします。 

  イ 学校及び特別支援学級の教育目標の達成を図るため、重点を置くべき指導

内容を明確にします。 

  ウ 各教科等の指導において、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思

考力・判断力・表現力等の育成を図るとともに、個に応じた指導を推進する

よう配慮します。 

  エ 学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育、体育・健康に関する指導及び

自立活動の指導について、適切な指導がなされるよう配慮します。 

  オ 地域や学校、児童生徒の実態に応じて学校が創意を生かして行う総合的な

学習の時間を適切に展開できるよう配慮します。 

  カ 指導内容に取り上げた事項のまとめ方や重点の置き方を検討します。 

（５）指導内容を組織する 

  ア 各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動及び自立活動

について、各教科間の指導内容相互の関連を明確にします。 

  イ 各教科等の指導内容相互の関連を図ります。 

  ウ 発展的、系統的な指導ができるように指導内容を配列し組織します。特に、

小学校において、内容を２学年まとめて示した教科については、２学年間を

見通した適切な指導計画を作成します。 

  エ 小学校の各学年において、合科的・関連的な指導について配慮します。 

（６）授業時数を配当する 

特別支援学級における各学年の総授業時数は、小学校又は中学校の各学年の
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総授業時数に準じます。さらに、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の

時間、特別活動及び自立活動については、それらの内容等に応じ、それぞれの

年間の授業時数を適切に定めます。その際、次の点に留意します。 

  ア 指導内容との関連において、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の

時間、特別活動及び自立活動の年間授業時数を定めます。 

  イ 各教科等や学習活動の特質に応じて、創意工夫を生かし、１年間の中で、

学期、月、週ごとの各教科の授業時数を定めます。 

  ウ 各教科等の内容の全部又は一部を合わせて指導を行う場合には、授業時数

を適切に定めます。 

  エ 各教科等の授業の１単位時間を、児童生徒の障がいの状態及び発達段階並

びに各教科等や学習活動の特質を考慮して適切に定めます。 

（７）時間割を作成する 

   地域や学校、児童生徒の実態、各教科等や学習活動の特質等に応じて、創意

工夫を生かし時間割を弾力的に編成します。詳しくは、「第３章２ 授業時数

の取扱いと時間割の作成は？」（54 ページ）をご覧ください。 
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参考資料 特別支援学級教育課程編成届例（菊池市の例を一部修正） 

○○小発第○○○号 

平成○○年○○月○○日 

 

○○市教育委員会教育長 様 

 

○○市立○○小学校長  ○○ ○○ 印 

 

平成○○年度教育課程の編成について(届) 

下記のとおり平成○○年度の教育課程を編成しましたので、熊本県○○市小中学校管理規則第

６条の規定によりお届けします。                     

記 

１ 児童（生徒）数 

２ 特別支援学級の経営方針 

（１）特別支援学級設置の目的 

（２）特別支援学級経営の方針 
３ 教育課程の概要 
（１）教育課程の概要 
  ア 教育課程の編成の方針 

  イ 使用教科書 
ウ 教育課程表及び時間割表  
（ア）知的障がい特別支援学級  〈記入例〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
※１ (知)は知的障がい特別支援学校の教育課程で編成、学年は記載学年の教育課程で編成（下学年代替）する。 
※２ □で囲んだ教科･領域等は交流学級で授業を受ける 
※３ ２年の道徳は教育活動全体の中で実施する。 

 ２年森海 ６年笹竹 
 
 
 

国  語 210(知)※１ 175(知) 

社  会   
算  数 140(知) 175(1 年) 

理  科   

生  活 70(知) 35(知) 

音  楽 70 50(知) 

図画工作 70 50(知) 

家  庭  55 

体  育 105 90(知) 

 道  徳 0 35(知) 

特別活動 35 35 

自立活動 35 35 

 日常生活の指導 105 70 

生活単元学習 70 70 

外国語活動  35 

総合的な学習の時間  70 

総授業時数 ９１０ ９８０ 

２年森海 

 月 火 水 木 金 
１ 日生 国語 日生 算数 日生 
２ 音楽 図工 国語 国語 国語 
３ 算数 図工 生活 自立 算数 
４ 国語 体育 算数 生活 学活 
５ 国語 生単 体育 体育 音楽 
６  生単    
 
６年笹竹 

 月 火 水 木 金 
１ 日生 国語 国語 算数 日生 
２ 外国語 自立 生活 国語 国語 
３ 国語 算数 図工 道徳 算数 
４ 算数 音楽 図/音 家庭 体/家 
５ 体育 生単 算数 体育 総合 
６  生単  学活 総合 
    

領
域
別
の 指

導 

教 

科 
別 

の 

指 

導 

各
教
科
等 

を
合
わ
せ 

た
指
導 

※２ 
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  （イ）自閉症･情緒障がい特別支援学級  〈記入例〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                          
※１ （ ）の学年は、記載学年の教育課程を使用（下学年代替）とする。 
※２ □で囲んだ教科等は交流学級で授業を受ける 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※使用している名前はすべて仮名です。 

 ３年花草 ５年船月 
 
 
 

国  語 210 140(2 年)※1 
社  会 70 100 

算  数 140 175(3 年) 
理  科 90 105 

生  活   

音  楽 60 50 

図画工作 60 50 

家  庭  60 

体  育 105 90 

 道  徳 35 35 

特別活動 35 35 

自立活動 70 35 

外国語活動  35 

総合的な学習の時間 70 70 

総授業時数 ９４５ ９８０ 

３年花草 

 月 火 水 木 金 
１ 国語 国語 算数 算数 道徳 
２ 学活 体育 国語 国語 国語 
３ 音楽 社会 音/理 社会 算数 
４ 自立 算数 体育 理科 体育 
５ 国語 理科 総合 図工 自立 
６   総合 図/音  
 

領
域
別
の 指

導 

教 

科 

別 

の 

指 

導 

５年船月 

 月 火 水 木 金 
１ 自立 国語 算数 社会 算数 
２ 国語 道徳 体育 算数 理科 
３ 算数 音楽 理科 国語 外国語 
４ 体育 算数 国語 家庭 社会 
５ 理科 図工 社会 体/音 総合 
６  図/家  学活 総合 
       

※記載における留意事項 
○教育課程編成に当たっては、当該児童生徒の障がいの状態及びその負担過重について十分考

慮し適切に定めること。 
○使用教科書名は、学級で使用しているすべての教科書を記入し、検定済教科書、文部科学省

著作教科書、一般図書を分けて記載すること。 
○その他、特記すべき事項は、備考欄を設け記載すること。 
 

※２
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１ 教育課程の編成 
  基本的には小学校及び中学校学習指導要領に基づいて編成を行います。しかしな

がら、教育課程の編成に当たっては、小学校及び中学校学習指導要領に準ずるの

みならず、児童生徒の障がいの状態や特性等を十分に考慮しなければなりません。 
弱視、難聴、肢体不自由、病弱・身体虚弱、自閉症・情緒障がいのある児童生徒

で、知的障がいがなかったり、知的障がいの状態が比較的軽度であったりする場

合は、小・中学校の当該学年の各教科の目標及び内容に準じた教育課程や、当該

学年の下学年又は中学校の場合は小学校の各教科の目標・内容を全部または一部

を取り入れた教育課程を編成します。 
これらの教育課程にはその他、道徳、外国語活動（小学

校のみ）、総合的な学習の時間、特別活動及び自立活動が

含まれます。「自立活動」の授業時間を設ける場合が多い

のですが、その時は他の教科・領域の時間数を調整する必

要があります。 
この小・中学校特別支援学級において、小学校及び中学

校学習指導要領に準じた編成の教育課程を説明上「準ずる教育課程」といいます。 
 
２ 教育課程の編成例 
（１）当該学年の各教科の目標・内容により編成された教育課程【例：中学校】 

 
（２）当該学年の下学年又は小学校の各教科の目標・内容を全部又は一部を取り入れ

た教育課程【例：自閉症・情緒障がい特別支援学級（中学１年生）で、一部の教

科で小学校の内容を取り入れている】 

 
 
 
   

２ 知的障がいのない児童生徒の教育課程の編成は？ 

 

準ずる教育課程 

＊（１）（２）の場合、「各教科等を合わせた指導」を行うことは不可。 
＊この他に、道徳、特別活動、総合的な学習の時間が加わる。 
 

注意！ 


